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経営指標の概要 
（水道事業） 

 

１．経営の健全性・効率性 

 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

①経常収支比率（％） 
経常収益

経常費用
100  

①収益的収支比率

（％） 
 

総収益

総費用＋地方債償還金
100 

【指標の意味】 

法適用企業に用いる経常収支比率は、当該年度において、給水収益や一般会計からの繰入金等の

収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標である。 

法非適用企業に用いる収益的収支比率は、給水収益や一般会計からの繰入金等の総収益で、総費

用に地方債償還金を加えた額をどの程度賄えているかを表す指標である。 

【分析の考え方】 

当該指標は、単年度の収支が黒字であることを示す 100％以上となっていることが必要である。

数値が 100％未満の場合、単年度の収支が赤字であることを示しているため、経営改善に向けた取

組が必要である。 

分析に当たっての留意点として、例えば、当該指標が 100％以上の場合であっても、更なる費用

削減や更新投資等に充てる財源が確保されているか等、今後も健全経営を続けていくための改善点

を洗い出すといった観点から分析する必要があると考えられる。 

また、経常収益（総収益）について、給水収益以外の収入に依存している場合は、料金回収率と

併せて分析し、経営改善を図っていく必要がある。 

一方、当該指標が 100％未満の場合であっても、経年で比較した場合に、右肩上がりで 100％に

近づいていれば、経営改善に向けた取組が成果を上げている可能性があるといえ、今後も改善傾向

を続けていく観点から分析する必要があると考えられる。 

 
 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

②累積欠損金比率（％） 
当年度未処理欠損金

営業収益 受託工事収益
100  

【指標の意味】 

営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰余金等で

も補塡することができず、複数年度にわたって累積した損失のこと）の状況を表す指標である。 

【分析の考え方】 

当該指標は、累積欠損金が発生していないことを示す 0％であることが求められる。累積欠損金

を有している場合は、経営の健全性に課題があるといえる。経年の状況も踏まえながら 0％となる

よう経営改善を図っていく必要がある。 

分析に当たっての留意点として、例えば、当該指標が 0％の場合であっても、給水収益が減少傾

向にある場合や維持管理費が増加傾向にある場合には、将来の見込みも踏まえた分析が必要である

と考えられる。 
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 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

③流動比率（％） 
流動資産

流動負債
100  

【指標の意味】 

短期的な債務に対する支払能力を表す指標である。 

【分析の考え方】  

当該指標は、１年以内に支払うべき債務に対して支払うことができる現金等がある状況を示す

100％以上であることが必要である。一般的に 100％を下回るということは、１年以内に現金化でき

る資産で、１年以内に支払わなければならない負債を賄えておらず、支払能力を高めるための経営

改善を図っていく必要がある。 

 分析に当たっての留意点として、例えば、当該指標が 100％を上回っている場合であっても、現

金といった流動資産が減少傾向にある場合や一時借入金といった流動負債が増加傾向にある場合

には、将来の見込みも踏まえた分析が必要であると考えられる。 

また、当該指標が 100％未満であっても、流動負債には建設改良費等に充てられた企業債・他会

計借入金等が含まれており、これらの財源により整備された施設について、将来、償還・返済の原

資を給水収益等により得ることが予定されている場合には、一概に支払能力がないとはいえない点

も踏まえた分析が必要であると考えられる。 

 
 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

④企業債残高対給水収益比率

（％） 

企業債現在高合計

給水収益
100 

地方債現在高合計

給水収益
100 

【指標の意味】 
給水収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標である。 

【分析の考え方】 
当該指標については、明確な数値基準はないと考えられる。従って、経年比較や類似団体との比

較等により自団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているか、対外的に説明

できることが求められる。 
分析に当たっての留意点として、例えば、当該指標が類似団体との比較で低い場合であっても、

投資規模は適切か、料金水準は適切か、必要な更新を先送りしているため企業債残高が少額となっ

ているに過ぎないかといった分析を行い、経営改善を図っていく必要があると考えられる。 
 
 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

⑤料金回収率（％） 
供給単価

給水原価
100 

供給単価

給水原価
100 

【指標の意味】 

給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標であり、料金水準等を評価す

ることが可能である。 

【分析の考え方】 

当該指標は、供給単価と給水原価との関係を見るものであり、料金回収率が 100％を下回ってい

る場合、給水に係る費用が給水収益以外の収入で賄われていることを意味する。数値が低く、繰出

基準に定める事由以外の繰出金によって収入不足を補塡しているような事業体にあっては、適切な

料金収入の確保が求められる。 
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分析に当たっての留意点としては、経常収支比率と同様に、例えば、当該指標が 100％以上の場

合であっても、更なる費用削減や更新投資等に充てる財源が確保されているか等、今後も健全経営

を続けていくための改善点を洗い出すといった観点から分析する必要があると考えられる。 

 
 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

⑥給水原価（円） 
経常費用 受託工事費 材料及び不用品売却原価 附帯事業費

長期前受金戻入

年間総有収水量
 

総費用 受託工事費 地方債償還金 繰上償還分除く。）

年間総有収水量
 

【指標の意味】 
有収水量１㎥当たりについて、どれだけの費用がかかっているかを表す指標である。 

【分析の考え方】 
当該指標については、明確な数値基準はないと考えられる。従って、経年比較や類似団体との比

較等により自団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているか、対外的に説明

できることが求められる。 
分析に当たっての留意点として、例えば、当該指標が類似団体との比較で低い場合であっても、

有収水量や経常費用の経年の変化等を踏まえた上で、現状を分析し、今後の状況について将来推計

する必要がある。また、分析及び推計を元に、今後の料金回収率や住民サービスの更なる向上のた

めに、投資の効率化や維持管理費の削減といった経営改善の検討を行うことが必要である。 
 
 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

⑦施設利用率（％） 
一日平均配水量

一日配水能力
100 一日平均配水量

一日配水能力
100 

【指標の意味】 
一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利用状況や適正規模を判断する指標

である。 
【分析の考え方】 

当該指標については、明確な数値基準はないと考えられるが、一般的には高い数値であることが

望まれる。経年比較や類似団体との比較等により自団体の置かれている状況を把握し、数値が低い

場合には、施設が遊休状態ではないかといった分析が必要である。 
分析に当たっての留意点として、水道事業の性質上、季節によって需要に変動があり得るため、

最大稼働率、負荷率を併せて判断することにより、適切な施設規模を把握する必要がある。 
また、例えば、当該指標が類似団体との比較で高い場合であっても、現状分析や将来の給水人口

の減少等を踏まえ、適切な施設規模ではないと考えられる場合には、周辺の団体との広域化・共同

化も含め、施設の統廃合・ダウンサイジング等の検討を行うことが必要である。 
 
 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

⑧有収率（％） 
年間総有収水量

年間総配水量
100 年間総有収水量

年間総配水量
100 

【指標の意味】 

施設の稼動が収益につながっているかを判断する指標である。 

【分析の考え方】 

当該指標は、100％に近ければ近いほど施設の稼働状況が収益に反映されていると言える。数値

が低い場合は、水道施設や給水装置を通して給水される水量が収益に結びついていないため、漏水
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やメーター不感等といった原因を特定し、その対策を講じる必要がある。 

 

２．老朽化の状況 

 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

①有形固定資産減価償却率

（％） 

有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価
100  

【指標の意味】 
有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資産の老朽

化度合を示している。 
【分析の考え方】 

当該指標については、明確な数値基準はないと考えられる。従って、経年比較や類似団体との比

較等により自団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているか、対外的に説明

できることが求められる。 
一般的に、数値が高いほど、法定耐用年数に近い資産が多いことを示しており、将来の施設の更

新等の必要性を推測することができる。 
また、他の老朽化の状況を示す指標である管路経年化率や管路更新率の状況を踏まえ分析する必

要があると考えられ、施設の更新等の必要性が高い場合などには、更新等の財源の確保や経営に与

える影響等を踏まえた分析を行い、必要に応じて経営改善の実施や投資計画等の見直しなどを行う

必要がある。 
なお、長寿命化等に取り組んでいる団体においては、分析の際に、それらの効果についても留意

が必要である。 
 
 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

②管路経年化率（％） 
法定耐用年数を経過した管路延長

管路延長
100  

【指標の意味】 
法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標で、管路の老朽化度合を示している。 

【分析の考え方】 
当該指標については、明確な数値基準はないと考えられる。従って、経年比較や類似団体との比

較等により自団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているか、耐震性や、今

後の更新投資の見通しを含め、対外的に説明できることが求められる。 
一般的に、数値が高い場合は、法定耐用年数を経過した管路を多く保有しており、管路の更新等

の必要性を推測することができる。 
また、他の老朽化の状況を示す指標である有形固定資産減価償却率や管路更新率の状況を踏まえ

分析する必要があると考えられ、管路の更新等の必要性が高い場合などには、更新等の財源の確保

や経営に与える影響等を踏まえた分析を行い、必要に応じて経営改善の実施や投資計画等の見直し

などを行う必要がある。 
管路経年化率が低い場合であっても、今後耐用年数に達し更新時期を迎える管路が増加すること

等が考えられるため、事業費の平準化を図り、計画的かつ効率的な更新に取り組む必要がある。 
なお、長寿命化等に取り組んでいる団体においては、分析の際に、それらの効果についても留意

が必要である。 
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 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

③管路更新率（％） 
当該年度に更新した管路延長

管路延長
100 当該年度に更新した管路延長

管路延長
100 

【指標の意味】 

当該年度に更新した管路延長の割合を表す指標で、管路の更新ペースや状況を把握できる。 

【分析の考え方】 

当該指標については、明確な数値基準はないと考えられるが、数値が 2.5％の場合、全ての管路

を更新するのに 40 年かかる更新ペースであることが把握できる。数値が低い場合、耐震性や、今

後の更新投資の見通しを含め、対外的に説明できることが求められる。 

また、当該指標の分析には、他の老朽化の状況を示す指標である有形固定資産減価償却率や管路

経年化率の状況を踏まえ分析する必要があると考えられ、管路の更新等の必要性が高い場合などに

は、更新等の財源の確保や経営に与える影響等を踏まえた分析を行い、必要に応じて経営改善の実

施や投資計画等の見直しなどを行う必要がある。 

なお、供用開始から日が浅い、既に多くの管路の更新が終了している等の団体においては、分析

の際に、それらの効果についても留意が必要である。 

 
（参考）各指標の組合せによる分析の考え方 

指標 分析の考え方 

１．経営の健全性・効率性及び２．老朽化の状況 

①経常収支比率 
①有形固定資産減価償却率 
②管路経年化率 
③管路更新率 

経常収支比率が高い場合でも、有形固定資産減価償却率・管

路経年化率が高い、管路更新率が低い場合には、（計画的に長寿

命化している場合でなければ、）必要な更新投資を先送りにし

ている可能性があるため、老朽化対策等、投資のあり方につい

て検討する必要がある。 
１．経営の健全性・効率性 

①経常収支比率 
②累積欠損金比率 

経常収支比率が 100％以上となっていても、累積欠損金比率

が高い場合は、引き続き経営改善を図っていく必要がある。 
①経常収支比率 
⑤料金回収率 

経常収支比率が高くても、料金回収率が低い場合には、給水

収益以外の収入で賄われていることを意味することから、必要

に応じて料金の見直しを検討する必要がある。 
⑦施設利用率 
⑧有収率 

施設利用率が高くても、有収率が低水準にある場合、収益に

つながらないこととなるため、早急な対策が必要である。 
２．老朽化の状況 

②管路経年化率 
③管路更新率 

管路経年化率が高い、且つ、管路更新率が低い場合は、管路

の更新投資を増やす必要性が高いため、早急な検討が必要であ

る。 
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経営指標の概要 
（下水道事業） 

 
１．経営の健全性・効率性 

 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

①経常収支比率（％） 
経常収益

経常費用
100  

①収益的収支比率（％）  総収益

総費用＋地方債償還金
100 

【指標の意味】 

法適用企業に用いる経常収支比率は、当該年度において、使用料収入や一般会計からの繰入金等

の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標である。 

法非適用企業に用いる収益的収支比率は、使用料収入や一般会計からの繰入金等の総収益で、総

費用に地方債償還金を加えた費用をどの程度賄えているかを表す指標である。 

【分析の考え方】 

当該指標は、単年度の収支が黒字であることを示す 100％以上となっていることが必要である。

数値が 100％未満の場合、単年度の収支が赤字であることを示しているため、経営改善に向けた取

組が必要である。 

分析に当たっての留意点として、例えば、当該指標が 100％以上の場合であっても、更なる費用

削減や更新投資等に充てる財源が確保されているか等、今後も健全経営を続けていくための改善点

を洗い出すといった観点から分析する必要があると考えられる。 

また、経常収益（総収益）について、使用料以外の収入に依存している場合は、経費回収率と併

せて分析し、経営改善を図っていく必要がある。 

一方、当該指標が 100％未満の場合であっても、経年で比較した場合に、右肩上がりで 100％に

近づいていれば、経営改善に向けた取組が成果を上げている可能性があるといえ、今後も改善傾向

を続けていく観点から分析する必要があると考えられる。 

 

 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

②累積欠損金比率（％） 
当年度未処理欠損金

営業収益 受託工事収益
100  

【指標の意味】 

営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰余金等で

も補塡することができず、複数年度にわたって累積した欠損金のこと）の状況を表す指標である。 

【分析の考え方】 

当該指標は、累積欠損金が発生していないことを示す 0％であることが求められる。累積欠損金

を有している場合は、経営の健全性に課題があるといえる。経年の状況も踏まえながら 0％となる

よう経営改善を図っていく必要がある。 

分析に当たっての留意点として、例えば、当該指標が 0％の場合であっても、使用料収入が減少

傾向にある場合や維持管理費が増加傾向にある場合には、将来の見込みも踏まえた分析が必要であ

ると考えられる。 

また、下水道事業の性質上、供用開始後間もない場合は接続率が低く使用料収入が少額となり数

値が高くなることが想定されるが、このような場合も、使用料収入の増加が見込めるかといった将
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来の見込みも踏まえた分析が必要であると考えられる。 

 

 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

③流動比率（％） 
流動資産

流動負債
100  

【指標の意味】 

短期的な債務に対する支払能力を表す指標である。 

【分析の考え方】 

当該指標は、１年以内に支払うべき債務に対して支払うことができる現金等がある状況を示す

100％以上であることが必要である。一般的に 100％を下回るということは、１年以内に現金化でき

る資産で、１年以内に支払わなければならない負債を賄えておらず、支払能力を高めるための経営

改善を図っていく必要がある。 

 分析に当たっての留意点として、例えば、当該指標が 100％を上回っている場合であっても、現

金といった流動資産が減少傾向にある場合や一時借入金といった流動負債が増加傾向にある場合

には、将来の見込みも踏まえた分析が必要であると考えられる。 

 また、当該指標が 100％未満であっても、流動負債には建設改良費等に充てられた企業債・他会

計借入金等が含まれており、これらの財源により整備された施設について、将来、償還・返済の原

資を使用料収入等により得ることが予定されている場合には、一概に支払能力がないとはいえない

点も踏まえた分析が必要であると考えられる。 

 

 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

④企業債残高対事業規模比率

（％） 

企業債現在高合計 一般会計負担額

営業収益 受託工事収益 雨水処理負担金
100 

地方債現在高合計 一般会計負担額

営業収益 受託工事収益 雨水処理負担金
100 

【指標の意味】 
使用料収入に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標である。 

【分析の考え方】 
当該指標については、明確な数値基準はないと考えられる。したがって、経年比較や類似団体と

の比較等により自団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているか、対外的に

説明できることが求められる。 

分析に当たっての留意点として、例えば、当該指標が類似団体との比較で低い場合であっても、

投資規模は適切か、使用料水準は適切か、必要な更新を先送りしているため企業債残高が少額とな

っているに過ぎないかといった分析を行い、経営改善を図っていく必要があると考えられる。 

 
 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

⑤経費回収率（％） 
下水道使用料

汚水処理費（公費負担分を除く）
100 下水道使用料

汚水処理費（公費負担分を除く）
100 

【指標の意味】 

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているかを表した指標であり、使用料水準等

を評価することが可能である。 

【分析の考え方】 

当該指標は、使用料で回収すべき経費を全て使用料で賄えている状況を示す 100％以上であるこ

とが必要である。数値が 100％を下回っている場合、汚水処理に係る費用が使用料以外の収入によ

り賄われていることを意味するため、適正な使用料収入の確保及び汚水処理費の削減が必要である。 
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 分析に当たっての留意点としては、経常収支比率と同様に、例えば、当該指標が 100％以上の場

合であっても、更なる費用削減や更新投資等に充てる財源が確保されているか等、今後も健全経営

を続けていくための改善点を洗い出すといった観点から分析する必要があると考えられる。 

また、下水道事業の性質上、供用開始後間もない場合は接続率が低く使用料収入が少額となり、

当該指標が 100％未満となる場合が想定されるが、このような場合も、使用料収入の増加が見込め

るかといった将来の見込みも踏まえた分析が必要であると考えられる。 

 

 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

⑥汚水処理原価（円） 
汚水処理費（公費負担分を除く）

年間有収水量
 汚水処理費（公費負担分を除く）

年間有収水量
 

【指標の意味】 
有収水量１㎥当たりの汚水処理に要した費用であり、汚水資本費・汚水維持管理費の両方を含め

た汚水処理に係るコストを表した指標である。 
【分析の考え方】 

当該指標については、明確な数値基準はないと考えられる。したがって、経年比較や類似団体と

の比較等により自団体の置かれている状況を把握し、効率的な汚水処理が実施されているか分析し、

適切な数値となっているか、対外的に説明できることが求められる。 

また、例えば、当該指標が類似団体との比較で低い場合であっても、有収水量や汚水処理費の経

年の変化等を踏まえた上で、現状を分析し、今後の状況について将来推計する必要がある。また、

分析及び統計を元に、必要に応じて、投資の効率化や維持管理費の削減、接続率の向上による有収

水量を増加させる取組といった経営改善が必要である。 

分析に当たっての留意点として、供用開始後間もない事業は接続率が低く、有収水量が過小とな

り、高い数値を示す場合が多い。また、地理的要因等によって、構造上汚水処理費が高くなること

も想定されるが、このような場合には、より最適な処理方法を検討し実施するといった経営改善が

必要である。 

 

 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

⑦施設利用率（％） 
晴天時一日平均処理水量

晴天時現在処理能力
100 晴天時一日平均処理水量

晴天時現在処理能力
100 

【指標の意味】 
施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水量の割合であり、施設の利用

状況や適正規模を判断する指標である。 
【分析の考え方】 
当該指標については、明確な数値基準はないと考えられるが、一般的には高い数値であることが

望まれる。経年比較や類似団体との比較等により自団体の置かれている状況を把握し、例えば、当

該指標が類似団体との比較で高い場合であっても、現状分析や将来の汚水処理人口の減少等を踏ま

え、施設が遊休状態でないか、過大なスペックとなっていないかといった分析が必要である。 

 分析に当たっての留意点として、当該指標は、１日に施設に汚水を処理した平均値を用いている

ことから、当該団体の特有の事情により、季節によって処理量に大きな変動があり得るため、最大

稼働率と併せて分析して適切な施設規模となっているか分析する必要があると考えられる。 

 数値が低く、施設が遊休状態又は過大なスペックとなっている場合には、計画処理能力、施設の

耐用年数等を踏まえ、必要に応じて、近隣施設（他団体の施設を含む。）との統廃合等を行い、適切
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な施設規模を維持する必要がある。 

 

 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

⑧水洗化率（％） 
現在水洗便所設置済人口

現在処理区域内人口
100 現在水洗便所設置済人口

現在処理区域内人口
100 

【指標の意味】 

現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を表した指

標である。 

【分析の考え方】  

当該指標については、公共用水域の水質保全や、使用料収入の増加等の観点から 100％となって

いることが望ましい。一般的に数値が 100％未満である場合には、汚水処理が適切に行われておら

ず、水質保全の観点から問題が生じる可能性があることや、使用料収入を図るため、水洗化率向上

の取組が必要である。 

分析に当たっての留意点としては、当該指標の向上を図るため、新たに管渠を整備することが、

地理的要因等により整備に係る費用が増大するため、費用対効果を検証し、将来の見込みも踏まえ

た分析が必要である。 

 

２．老朽化の状況 

 算出式（法適用企業） 
算出式（法非適用企

業） 

①有形固定資産減価償却率

（％） 

有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価
100  

【指標の意味】 
有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指標で、資産の老朽

化度合を示している。 
【分析の考え方】 

当該指標については、明確な数値基準はないと考えられる。したがって、経年比較や類似団体と

の比較等により自団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているか、対外的に

説明できることが求められる。 

一般的には、数値が高いほど、法定耐用年数に近い資産が多いことを示しており、将来の施設の

改築（更新・長寿命化）等の必要性を推測することができる。 

また、他の老朽化の状況を示す指標である管渠老朽化率や管渠改善率の状況を踏まえ分析する必

要があると考えられ、施設の改築等の必要性が高い場合などには、改築等の財源の確保や経営に与

える影響等を踏まえた分析を行い、必要に応じて経営改善の実施や投資計画等の見直しなどを行う

必要がある。 

なお、長寿命化等に取り組んでいる団体においては、分析の際に、それらの効果についても留意

が必要である。 
 

 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

②管渠老朽化率（％） 
法定耐用年数を経過した管渠延長

下水道布設延長
100  

【指標の意味】 
法定耐用年数を超えた管渠延長の割合を表した指標で、管渠の老朽化度合を示している。 
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【分析の考え方】 
当該指標は、明確な数値基準はないと考えられる。したがって、経年比較や類似団体との比較等

により自団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっているか、耐震性や、今後の

更新投資の見通しを含め、対外的に説明できることが求められる。 
一般的には、数値が高い場合には法定耐用年数を経過した管渠を多く保有しており、管渠の改築

等の必要性を推測することができる。数値が低い場合であっても、将来的には耐用年数に達するこ

とから、改築・更新時期を迎える管渠が増加すること等が考えられるため、設備の回復・予防保全

のための修繕や事業費の平準化を図り、計画的かつ効率的な維持修繕・改築更新に取り組む必要が

ある。 

また、他の老朽化の状況を示す指標である有形固定資産減価償却率や管渠改善率の状況を踏まえ

分析する必要があると考えられ、管渠の改築等の必要性が高い場合などには、改築等の財源の確保

や経営に与える影響等を踏まえた分析を行い、必要に応じて経営改善の実施や投資計画等の見直し

などを行う必要がある。 

なお、長寿命化等に取り組んでいる団体においては、分析の際に、それらの効果についても留意

が必要である。 
 

 算出式（法適用企業） 算出式（法非適用企業） 

③管渠改善率（％） 
改善 更新・改良・修繕 管渠延長

下水道布設延長
100 改善 更新・改良・修繕 管渠延長

下水道布設延長
100 

【指標の意味】 
当該年度に更新した管渠延長の割合を表した指標で、管渠の更新ペースや状況を把握できる。 

【分析の考え方】 
当該指標については、明確な数値基準はないと考えられるが、数値が２％の場合、全ての管路を

更新するのに 50 年かかる更新ペースであることが把握できる。数値が低い場合、耐震性や、今後

の更新投資の見通しを含め、対外的に説明できることが求められる。 

また、当該指標の分析には、他の老朽化の状況を示す指標である有形固定資産減価償却率や管渠

老朽化率の状況を踏まえ分析する必要があると考えられ、管渠の改築等の必要性が高い場合などに

は、改築等の財源の確保や経営に与える影響等を踏まえた分析を行い、必要に応じて経営改善の実

施や投資計画等の見直しなどを行う必要がある。 

なお、長寿命化等に取り組んでいる団体においては、分析の際に、それらの効果についても留意

が必要である。 
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（参考）各指標の組合せによる分析の考え方 

指標 分析の考え方 

１．経営の健全性・効率性及び２．老朽化の状況 

①経常収支比率 
①有形固定資産減価償却率 
②管渠老朽化率 

有形固定資産減価償却率・管渠老朽化率が高く、経常収支比

率が 100％を下回る場合は、施設の老朽化が進んでいるにも関

わらず、その更新投資を使用料収入では賄えていないため、将

来の事業継続に向けて抜本的な対策を要する可能性が高い。 

１．経営の健全性・効率性 

①経常収支比率 
②累積欠損金比率 

経常収支比率が 100％以上となっていても、累積欠損金比率

が高い場合は、引き続き経営改善を図っていく必要がある。 
⑤経費回収率 
⑥汚水処理原価 

汚水処理原価が高くなれば、経費回収率が低くなり、経営の

効率性を低下させる要因となっている。 
①経常収支比率 
⑤経費回収率 

経常収支比率が高くても、経費回収率が低い場合には、使用

料収入以外の収入で賄われていることを意味することから、必

要に応じて使用料の見直しを検討する必要がある。 

２．老朽化の状況 

②管渠老朽化率 
③管渠改善率 

管渠老朽化率が高いにも関わらず、管渠改善率が低い場合

は、更新が進んでいないことが考えられる。 

 
 



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均

経営比較分析表（令和2年度決算）
福島県　郡山市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

757.20 424.45 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2)

法適用 水道事業 末端給水事業 A1 自治体職員 321,394

－

- 85.74 98.96 3,212 317,067 283.58 1,118.09 【】

全体総括

現在の経営状況については、概ね健全な状況にある
と考えられるが、今後は、人口減少・世帯構成の変
化などの社会動態の変動や、節水型社会への移行に
よる水需要の減少が予想される中、施設の老朽化の
進行に伴い、施設の更新需要が増大していく。
　このことから、今後もアセットマネジメント手法
による長寿命化、事業の平準化及び予防保全型維持
管理による維持管理費用の縮減を図りながら、将来
の水需要に見合った施設の統廃合（ダウンサイジン
グ）や性能の合理化（スペックダウン）等により、
効率的・効果的な更新・修繕を計画的に推進するな
どの経営に努め、健全性を確保していく必要があ
る。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率、②累積欠損金比率
　令和元年度に旧豊田浄水場撤去事業が終了したた
め経常費用が減少し、前年と比べ増加した。比率は
100％を上回り、類似団体と比べ良好な水準にあ
る。また、これまで欠損金は発生していない。
③流動比率
　流動資産、流動負債ともに微増し流動負債の増加
率の方が大きいため、流動比率は減少した。類似団
体と比べ高い水準にある。
④企業債残高対給水収益比率
　企業債の償還に伴い減少傾向であり、類似団体と
比べ低い水準にある。
⑤料金回収率
　平成29年度の料金改定に伴い低下したが、令和2
年度では経常費用の減少に伴い料金回収率は増加し
た。類似団体と比べ良好な水準にある。
⑥給水原価
　経常費用減少に伴い給水原価も減少したが、類似
団体を上回っている。これは給水区域が広く地形の
起伏が多いことから、より多くの給水コストを要す
るためと考えられ、今後も維持管理費の縮減等の経
営改善に努めていく必要がある。
⑦施設利用率⑧有収率
　施設利用率は、類似団体と同程度の水準で推移し
ている。有収率は令和元年度から減少し、類似団体
と比べ若干低い傾向にある。
　概ね類似団体と比べ良好な水準である。

2. 老朽化の状況について

①有形固定資産減価償却率
　減価償却累計額の増加により上昇傾向にあり、類
似団体と比べ高い水準にある。
②管路経年化率
　昭和40年代から昭和50年代に整備した多くの管路
が法定年数を超えるため、今後も上昇傾向にある。
平成30年度では初めて類似団体と比較して高い水準
となり令和元年度からその幅が大きく増加してお
り、今後も同様の傾向が続く。
③管路更新率
　基幹管路を優先的に更新しているため管路更新延
長が伸びず、類似団体と比べ低い水準にある。
　これらのことから、今後の老朽化施設の増加に対
して、今後もアセットマネジメントの手法による長
寿命化、事業の平準化を図っていく必要がある。

2. 老朽化の状況
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均

経営比較分析表（令和2年度決算）
福島県　郡山市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

757.20 424.45 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2)

法非適用 水道事業 簡易水道事業 D3 非設置 321,394

－

- 該当数値なし 1.10 1,683 3,522 246.23 14.30 【】

全体総括

　有収率を除き、各数値とも類似団体平均より悪化
している状況にあるため、更なる費用削減へ向けた
取組みと併せ、特に水道料金の見直しによる給水収
益の改善が必要である。また、老朽化等による管路
や施設の更新等は今後の経営状況を踏まえ、計画的
に実施していかなければならない。
　このような状況を踏まえ、令和４年度から料金改
定を実施し、10年間をかけて事業の維持管理費を賄
える水準まで段階的な見直しを行うことで料金収入
の安定的な確保を図る。また、併せて令和４年度か
ら地方公営企業法を適用することで、資産・負債等
のストック情報を的確に把握し、加えて中長期的な
視点に基づく経営戦略の策定等を通じ、経営基盤の
強化と財務マネジメントの向上を図る。
　料金改定と法適用を一体的に実施することで経営
状況の改善を図り、「安全な水道水の安定した供
給」を将来にわたり持続可能なものとしていく。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　①料金収入の低さ及び地方債償還金額の高さが比
率の低さに大きく影響しているため、水道料金の改
定等による給水収益の改善が必要と考えられる。
　④地方債現在高はピーク時より大幅に減少してい
るものの、収益額が低いため、類似団体と比較して
依然高い比率となっている。給水収益の改善のた
め、水道料金の改定等が必要と考えられる。
　⑤料金回収率は横ばいで推移しており、類似団体
と比較して依然低い数値となっている。給水原価に
対して供給単価が非常に低い割合であることから、
水道料金の改定等が必要と考えられる。
　⑥令和２年度は施設修繕費等の費用増に伴い給水
原価は上昇した。依然として原価は類似団体平均値
よりも高く、その差も拡大しているため、更なる費
用削減に向けた取組みが必要である。
　⑦人口減少に伴い、一日の平均配水量も併せて減
少傾向にあるが、大型連休や盆などの特定時期に配
水量が増加することもあるため、現時点で施設の規
模は現状維持とするが、施設を更新する際には、利
用状況等を踏まえ、適正な規模を検討していく。
　⑧H27年度以降、漏水調査・修繕を実施し、有収
率は改善傾向にあったものの、令和元年度から令和
２年度にかけて不明水量の増加等により減少に転じ
ている。今後は不明水対策も含めた有収率向上策を
検討する必要がある。

2. 老朽化の状況について

　管路は平成５年度以降に設置したものが多く、更
新に伴う財源の確保が難しいことから、個別修繕に
より対応していたが、今後は中長期の経営見通しを
踏まえた適切な投資により計画的に更新を実施して
いく。

2. 老朽化の状況
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⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

経営比較分析表（令和2年度決算）
福島県　郡山市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

757.20 424.45 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法適用 下水道事業 公共下水道 Ac1 自治体職員 321,394

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 54.64 73.22 80.88 3,066 234,612 46.52 5,043.25

①有形固定資産減価償却率
　増加傾向にあり、令和２年度では類似団体の平均
値が減少したため、類似団体と同水準になった。
②管渠老朽化率、③管渠改善率
　法定耐用年数を超える管渠が増加傾向にあるた
め、今後も老朽化率は高くなる傾向にある。なお、
令和元年度から類似団体と同水準になった。
また、改善管渠延長の増加により管渠改善率は増加
傾向にあるが、類似団体と比べ低い水準にある。

　今後増加する更新需要に備え、老朽施設の増加に
留意し、管渠改善率の向上を図っていく必要があ
る。

2. 老朽化の状況

全体総括

　一般会計繰入金により欠損金は発生しておらず、
経費回収率は１００％を満たしており良好である
が、人口減少等による社会動態の変化を的確に捉
え、使用料や有収水量の確保に向け効果的な普及啓
発活動について研究し実施していくとともに、民間
委託の拡大や施設の長寿命化によるライフサイクル
コストの縮減等により、経営の改善を図っていく必
要がある。
　また、建設開始後50年を経過している管渠が増加
傾向であるため、予防保全の観点から管渠の状態を
適時調査・確認し、計画的な修繕を行うとともに、
施設の更新については、ストックマネジメント計画
に基づき長寿命化による投資の平準化の推進が必要
である。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率、②累積欠損金比率、③流動比率
　経常収支比率は、基準内繰入金によって収支を均
衡しているため、100%の水準である。また、繰越工
事の減少に伴い流動資産が減少したため、流動比率
も減少した。なお、平成28年度は累積欠損金が発生
しているが、これは資産減耗費（収益的支出）の財
源に充てるため企業債（資本的収入）を借り入れた
ためである。
④企業債残高対事業規模比率
　企業債残高は減少しているものの、一般会計負担
額を令和2年度に修正したため、比率は大きく増加
した。類似団体と比べ高い水準にある。
⑤経費回収率
　不足分について補填する一般会計繰入金が全て基
準内であるため、経費回収率は100％であり、類似
団体と比べ同水準にある。
⑥汚水処理原価
　汚水処理原価は減少傾向にある。類似団体と比べ
高い水準である。
⑦施設利用率、⑧水洗化率
　公共下水道では、処理場を持っておらず、県中浄
化センターで処理している。水洗化率は、類似団体
と同水準である。
　　人口減による使用料の減少が見込まれる中、自
立した経営に向け、未接続世帯への普及啓発活動を
より一層強化することなどにより使用料の確保に努
めるとともに、経費節減に取り組み、経営の改善を
図る必要がある。

2. 老朽化の状況について
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⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【106.67】 【3.64】 【67.52】 【705.21】
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【36.52】 【5.72】 【0.30】



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

①有形固定資産減価償却率
　増加傾向にあり、類似団体と比較すると高い水準
である。
②管渠老朽化率、③管渠改善率
　法定耐用年数を超えた管渠はなく、管渠改善も突
発的な修繕等への対応である。
　
　今後の更新需要に備え、適時、適切な調査等を
行っていく必要がある。

2. 老朽化の状況

全体総括

　一般会計繰入金により欠損金は発生していないも
のの、汚水処理費を使用料で回収できていない状況
を踏まえ、経費節減に努めるとともに、使用料や有
収水量の確保に向け、効果的な普及啓発活動につい
て研究し実施していくことで、経営の改善を図って
いく必要がある。
　特に、水洗化率は増加傾向であるものの50％と低
いことから、人口減少や高齢化の進行が早い当該地
区の実情に配慮したきめ細やかな普及啓発活動が必
要となる。
　また、管渠を含めた資産の老朽化度合は低い状態
ではあるが、予防保全の観点から状態を適時調査・
確認し、計画的な修繕を行うとともに、施設の更新
については、ストックマネジメント計画に基づき長
寿命化による投資の平準化の推進が必要である。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率、②累積欠損金比率、③流動比率
　経常収支比率は、一般会計からの繰入金により
100％で推移している。流動資産が大きく減少した
ため、流動比率は減少し、類似団体と比べ低い水準
にある。また、欠損金は生じていない。
④企業債残高対事業規模比率
　企業債残高は減少しているが、一般会計負担額を
令和2年度に修正したため、比率は大きく増加し
た。類似団体と比べ高い水準にある。
⑤経費回収率
　汚水処理費、使用料収入ともに同水準で推移して
いることから、経費回収率は前年並みである。維持
管理費を使用料収入で賄えていないため、100%に満
たない。類似団体と比べ低い水準にある。
⑥汚水処理原価
　有収水量が増加したため、汚水処理原価は減少し
たが、類似団体と比べ高い水準にある。
⑦施設利用率、⑧水洗化率
　類似団体と比べ施設利用率が低い水準であるが、
これは水洗化率が類似団体と比べて低いためだと考
えられる。
　
  人口減による使用料の減少が見込まれる中、自立
した経営に向け、未接続世帯への普及啓発活動をよ
り一層強化することなどにより使用料の確保に努め
るとともに、経費節減に取り組み、経営の改善を図
る必要がある。

2. 老朽化の状況について

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 47.25 0.81 97.81 3,066 2,590 1.56 1,660.26

757.20 424.45 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D2 自治体職員 321,394

経営比較分析表（令和2年度決算）
福島県　郡山市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 0.00 1.85 0.41 0.00 0.00

平均値 0.13 0.09 0.13 0.36 0.39

94.00

96.00

98.00

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 100.00 100.00 100.00 100.01 99.99

平均値 98.04 102.13 101.72 102.73 105.78

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 26.38 27.52 30.07 31.98 33.81

平均値 18.92 23.93 24.68 24.68 21.36

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

9.00

10.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.00 0.00 0.01 8.62 0.01

①経常収支比率(％)

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 208.10 109.51 112.88 94.97 63.96

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 26.78 5.37 10.09 23.83 7.13

平均値 75.29 47.44 49.18 47.72 44.24

0.00

2,000.00

4,000.00

6,000.00

8,000.00

10,000.00

12,000.00

14,000.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 1,636.95 1,771.68 1,604.70 1,539.66 13,050.88

平均値 1,592.72 1,243.71 1,194.15 1,206.79 1,258.43

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 35.80 27.36 37.71 36.90 37.12

平均値 53.70 74.30 72.26 71.84 73.36

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 475.65 620.58 451.37 461.33 455.72

平均値 300.35 221.81 230.02 228.47 224.88

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 24.65 25.71 24.88 25.59 25.53

平均値 37.72 43.36 42.56 42.47 42.40

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 53.79 56.03 58.91 58.07 58.88

平均値 68.46 83.06 83.32 83.75 84.19

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【104.83】 【61.55】 【45.34】 【1,260.21】

【84.75】【42.90】【215.41】【75.29】

【23.60】 【0.01】 【0.30】



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

①有形固定資産減価償却率
　増加傾向であり、類似団体と比べると高い水準で
ある。
②管渠老朽化率、③管渠改善率
　類似団体と同様、法定耐用年数を超えた管渠はな
く、管渠改善も突発的な修繕等への対応である。
　
　今後の更新需要に備え、適時、適切な調査等を
行っていく必要がある。

2. 老朽化の状況

全体総括

　一般会計繰入金により欠損金は発生していないも
のの、汚水処理費を使用料で回収できていない状況
を踏まえ、経費節減に努めるとともに、使用料や有
収水量の確保に向け、効果的な普及啓発活動につい
て研究し実施していくことで、経営の改善を図って
いく必要がある。
　特に、水洗化率が70％程度と低いことから、人口
減少や高齢化の進行が早い当該地区の実情に配慮し
たきめ細やかな普及啓発活動が必要となる。
　また、管渠を含めた資産の老朽化度合は低い状態
ではあるが、予防保全の観点から状態を適時調査・
確認し、計画的な修繕を行うとともに、施設の長寿
命化や公共下水道への接続替え等の計画により、改
築更新費及び維持管理費の削減を図っていく必要が
ある。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率、②累積欠損金比率、③流動比率
　経常収支比率は、一般会計の繰入により100％で
推移している。流動資産が減少し流動比率も減少し
た。経常収支比率、流動比率ともに類似団体より低
い水準である。なお、欠損金は生じていない。
④企業債残高対事業規模比率
　企業債残高・使用料ともに減少傾向にある。一般
会計負担額を令和元年度に修正したため、比率は大
きく増加した。
⑤経費回収率
　汚水処理費が増加したため経費回収率は減少し
た。維持管理費を使用料収入で賄えていないため、
100%に満たないが、類似団体と比べ高い水準にあ
る。
⑥汚水処理原価
　汚水処理費の増加に伴い汚水処理原価も増加した
が、類似団体と比べ低い水準にある。
⑦施設利用率、⑧水洗化率
　類似団体と比べ施設利用率が低い水準にあるが、
これは水洗化率が類似団体と比べて低いためだと考
えられる。
　
　人口減による使用料の減少が見込まれる中、自立
した経営に向け、未接続世帯への普及啓発活動をよ
り一層強化することなどにより使用料の確保に努め
るとともに、経費節減に取り組み、経営の改善を図
る必要がある。

2. 老朽化の状況について

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

104.00 62.19 3.72 94.82 3,066 11,909 15.22 782.46

757.20 424.45 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法適用 下水道事業 農業集落排水 F2 自治体職員 321,394

経営比較分析表（令和2年度決算）
福島県　郡山市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 0.06 0.00 0.00 0.04 0.04

平均値 2.05 0.01 0.01 0.02 0.25

96.00

98.00

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 99.83 101.40 100.70 103.42 104.72

平均値 99.66 100.95 101.77 103.60 106.37

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 25.53 28.00 30.41 32.69 34.25

平均値 22.90 24.87 24.13 23.06 20.34

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

①経常収支比率(％)

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 225.39 224.04 227.40 193.99 139.02

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 7.32 31.38 30.74 38.40 23.58

平均値 31.84 29.91 29.54 26.99 29.13

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

3,000.00

3,500.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 0.00 0.00 0.00 2,787.12 3,064.99

平均値 974.93 855.80 789.46 826.83 867.83

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 79.38 79.87 71.61 73.52 66.51

平均値 55.32 59.80 57.77 57.31 57.08

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 205.38 201.19 224.39 217.62 239.86

平均値 283.17 263.76 274.35 273.52 274.99

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 47.49 47.71 46.17 39.19 34.11

平均値 60.65 51.75 50.68 50.14 54.83

66.00

68.00

70.00

72.00

74.00

76.00

78.00

80.00

82.00

84.00

86.00

H28 H29 H30 R01 R02

当該値 73.91 73.12 73.30 73.38 73.38

平均値 84.58 84.84 84.86 84.98 84.70

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【104.99】 【121.19】 【32.80】 【832.52】

【86.60】【54.84】【253.04】【60.94】

【22.21】 【0.00】 【0.16】



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和2年度全国平均

業務名 業種名 現在配水能力(合計)(m
3
/日) 類似団体区分 施設数 １日平均配水量(m

3
)

経営比較分析表／団体全体（令和2年度決算）
福島県　郡山市

【事業概要】

- 97.8 12 2,910 自治体職員 【】

■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 給水先事業所数 契約水量(m
3
/日) 管理者の情報 －

法適用 工業用水道事業 3,250 極小規模 1 1,418

H28R01 R02 H28

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

H28

①経常収支比率は、収益と支出の均衡を図っている
ことから100％を超えて推移している。平成30年度
は、修繕費等の経常経費の大幅な減少に伴い上昇し
ていた。
②累積欠損金比率は、過去において欠損金が発生し
ていない。
③流動負債の増加に伴い流動比率は大きく減少し
た。
④企業債残高対給水収益比率は、企業債残高が少な
いため低い割合となっている。
⑤料金回収率は、100%を超えており、平均値と比べ
ると高い。
⑥給水原価は、ほぼ横ばいで推移しているが、平成
30年度は修繕費等の費用の大幅な減少に伴い減少し
ていた。
⑦施設利用率は、利用する事業所の増減がなく安定
した給水量となっているため、一定の率となってい
る。
⑧契約率は、施設の配水能力と契約水量が同程度の
ため、高い率となっている。

指標上及び類似団体との比較において、外形上は健
全・効率的な経営状況にあると考える。

H29 H30 R01 R02

当該値 100.00 100.00 123.56 102.24

H29 H30

11.59 8.88 6.02 3.22 0.00当該値 495.74 293.61 644.74 1,282.94 856.79

H29 H30 R01 R02 H28H29 H30 R01 R02

125.80 132.55平均値 120.00 113.67 110.79 108.76 110.19

当該値当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00115.42

平均値 536.28 514.66 504.81 498.01 490.39平均値 549.77 730.25 868.31 732.52 819.73平均値 115.82 118.97 121.15

2. 老朽化の状況について

H28 H29 H30 R01 R02 H28

①有形固定資産減価償却率は、施設の稼働後大規模
な施設更新を行っていないため80％を超える高い率
となっている。
②管路経年化率、③管路更新率は、現時点で経年管
が存在しないため更新していない。

指標上からは施設の大規模更新もしくは修繕の必要
性があると考える。

H29 H30 R01 R02

当該値 97.99 84.69 128.92 102.61 118.76

H29 H30 R01 R02 H28H29 H30 R01 R02 H28

95.69 95.69 95.69 89.54 89.54当該値 41.66 42.62 42.34 42.06 43.63

49.94 50.56平均値 100.54 95.99 94.91 90.22 90.80

当該値当該値 46.55 53.88 35.46 44.71 39.39

2. 老朽化の状況

平均値 50.81 50.28 51.42 50.90 49.05平均値 35.54 35.24 35.22 34.92 34.19平均値 42.19 44.55 47.36

全体総括

H28 H29 H30 R01 R02 H28

　経営について、外形上は良好な経営状況にあると
見受けられるものの、今後は事業所の増加が見込め
ず料金収入の大幅増加は見込めないことから、支出
全般にわたりさらなる経費節減に取組むことで、一
層の経営健全化に努める必要がある。
　施設設備について、徹底した予防保全に努めてい
るところであるが、有形固定資産減価償却率が高
い。
　令和3年度に予定されている水道事業への切替え
を踏まえ、管路の更新、修繕について検討していく
必要があると考えている。
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当該値 81.68 82.29 82.86 83.44 84.02
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平均値 53.32 53.40 53.49 54.30 55.32

当該値 0.00 0.00

平均値 0.06 0.13 0.02 0.06 0.09平均値 3.56 3.46 3.28 4.66 7.35
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